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Evaluation of method for Reducing CO2 Emission in the Main Building of TRI  
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Abstract 

Aimed at the innovation/demonstration/presentation of technologies， the main building of the Obayashi 
Technical Research Institute， "Techno-Station"， was built as our new base， which created innovative 
technologies through the concentration of research functions and knowledge’s fusion， it also demonstrated our 
advanced technologies and presented them to the customers and the society. In a low-carbon building with high 
workplace productivity and an advanced office environment， we set an aggressive target of a 55% reduction in 
CO2 emissions. A 57.2% reduction was achieved in the fiscal year 2011 and a 64.7% reduction was achieved in 
the fiscal year 2012 by passive methods; harmony with the natural environment was achieved by active 
methods; equipment with our advanced technologies and management methods; visualization etc. An Emission 
ZEB was realized through carbon offsetting. 

概   要 

大林組技術研究所本館「テクノステーション」は，技術の革新/実証/発信を目指し，研究機能の集約と知の融

合により革新的技術を創出し，最新技術を適用実証して社会に発信していく新たな拠点として構築された建物で

ある。低炭素化と知的生産性に配慮した最先端オフィスの建設において，自然環境と調和するパッシブ手法，設

備の最先端の開発技術を導入したアクティブ手法，見える化等のマネジメント手法により，運用時CO2削減率55%

という高い水準を数値目標として公開し，2011年度で57.2%，2012年度で64.7%の削減率を実現した。さらにカー

ボンオフセットにより，エミッションZEBを達成している。 

 

１.  はじめに 

 

大林組技術研究所本館「テクノステーション」（以下，

「本建物」）は，技術の革新/実証/発信を目指し，研究

機能の集約と知の融合により革新的技術を創出し，最新

技術を適用実証して社会に発信していく新たな拠点とし

て構築された。コンセプトは最先端の研究施設・環境配

慮施設・安全安心施設を実現するサステナブル建築であ

り，研究環境としてZEB化を目指した高い省エネルギ

ー・省CO2性能と知的生産性が両立するトレードオフの

解決に取り組んだ。環境共生型の本建物は， 

（1） 自然エネルギーを積極的に利用した建築計画と

設備計画が融合したパッシブ手法 

（2） 設備システムの高効率化技術やITと融合した最

先端の省エネ技術を導入したアクティブ手法 

（3） 知的生産活動と省エネルギー行動を両立させる

マネジメント手法 

の3つの手法で運用時CO2削減率55%の高い水準を数

値目標として公開し，2011年度の運用で削減率57.2%，

2012年度の運用で削減率64.7%を実現した。2011年度，

2012年度に排出したCO2は，「地球温暖化対策の推進に

関する法律」算定割当量によってカーボンオフセットを

行い，エミッションZEBを達成した。また建築環境総合

性能評価（竣工時）として認証機関よりCASBEE新築S

ランク，BEE値7.6の極めて高い環境性能の評価を受けた。 

本報では，パッシブ手法，アクティブ手法の評価手法

と2011年度のCO2削減量試算結果と，建物全体でのCO2

削減量について報告する。 

 

 ２.  建築概要と採用した低炭素化技術 

 

本建物は東京都の郊外で比較的緑の多い地域にある。

郊外型の低層オフィスとして計画されており，1階にはエ

ントランス，ホールやカフェテリア，2階には2層吹き抜

けの主たる執務室（ワークスペース），そして3階には会

議室などを配置した。建築概要をTable 1，採用した低炭

素化技術のうち代表的な手法についてFig.1に示す。 

 

Table 1 建築概要 

Building Profile 

 

建物名称 大林組技術研究所本館　テクノステーション

建築主・設計・施工 （株）大林組

用途 研究所（事務所）

敷地面積 69,401.30 m
2

建築面積 3,370.51 m
2

延床面積 5,535.38 m
2

階数 地上3階、塔屋1階

構造 鉄骨造、スーパーアクティブ制震構造

軒高、最高高さ 13.692 m、16.092 m

設計期間 2008年10月～2009年6月

工期 2009年11月～2010年9月

建
築
概
要
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Fig. 1 低炭素化技術におけるパッシブ/アクティブ/マネジメント手法 

Passive/Active/Management Methods in CO2 Emission Saving Method 

 

 ３.  低炭素化技術（パッシブ手法）の評価手法

と結果 

 

低炭素技術のうちパッシブ手法の省CO2評価手法と，

評価手法に基づき2011年4月～2012年3月の実績値から算

出したCO2削減量について述べる。各CO2排出原単位は，

本建物の計画時に採用した次の値を利用する。 
α1:昼間電力量(8～22 時)CO2排出原単位=0.403[kg- CO2/kWh] 

α2:夜間電力量(22～8 時)CO2排出原単位=0.354 [kg- CO2/kWh] 

α3: 上水の CO2排出原単位=0.19 [kg- CO2/m
3] 

α4: 都市ガスの CO2排出原単位=2.30[kg- CO2/m
3] 

α5: 温水の CO2排出原単位=0.0513[kg- CO2/MJ] 

 

3.1  昼光利用システム 

3.1.1  昼光利用システム概要  本建物では，郊外立

地の特性を活かし，建物を低層とした上でワークスペー

ス上部に傾斜屋根とハイサイドライトを全面的に設置し

たエコロジカルルーフシステムを採用し，自然光の導入

による昼間の照明の無点灯化を図った。夜間などで明る

さが確保されない時には照明が自動点灯し，アンビエン

トの必要照度を確保する。Fig. 2にエコロジカルルーフシ

ステムの概要を示す。 

3.1.2  昼光利用システムの評価手法  天窓や側窓な

どから得られる自然光を活用する昼光利用システムの

CO2削減効果は，照明定格消費電力量と比べて自然光に

より照明器具を適切に点滅・調光制御することで削減で

きる照明消費電力量より評価する。 

Qଵ ൌ ∑ ሼሺAଵ୲ െ Aଶ୲ሻሽ ∙ αଵ
௬
௧ୀ௫     (1) 

Q1: 昼光利用システムによる CO2削減量 [kg- CO2] 

A1t: 照明定格消費電力 [kW] 

A2t: 照明消費電力 [kW] 【実測値】 

t: 時刻 

x～y: 昼光利用可能時間帯を加算する。 

Fig. 2 エコロジカルルーフシステム 

Ecological Roof System 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Fig. 3 昼光利用システムのCO2削減量（2011年度） 

CO2 Emission Saving by Utilizing Daylight System  

in 2011 fiscal year 

 

3.1.3  昼光利用システムの効果  効果算出用の昼光

利用可能時間帯を8-19時とした。式(1)により，エコロジ

カルルーフの昼光利用によるCO2削減量は14，939 kg 

-CO2/年となり，照明を全点灯した場合と比べると約50％

の削減効果となった。各月のCO2削減量をFig. 3に示す。

間接光による自然採光としているため，年間を通して高

い削減効果が確認できた。 
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3.2  ペリバッファーシステム 

3.2.1  ペリバッファーシステムの概要  本建物は，

Fig. 4のように日射を制御するための大きな水平庇や全

面Low-Eガラスなどの外装とあわせ，外周のペリメータ

ゾーンに，縁側緩衝空間（ペリバッファーゾーン）を形

成して空調エネルギーの低減を図っている。 
3.2.2  ペリバッファーシステムの評価手法  ペリバ

ッファーシステムのCO2削減効果は，庇やペリメータ外

皮性能による直達日射遮蔽や貫流熱削減効果と，バッフ

ァーゾーンを設けることによる温度緩和効果により評価

する。 
 1） 直達日射遮蔽効果 
Q2−1 = �∑ (B1t ∙ µ1 − B2t ∙ µ2)/ω1

𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥 � ∙ α1   (2) 

Q2-1: 直達日射遮蔽効果による CO2削減量 [kg- CO2] 
B1t: 庇等の日射遮蔽がない場合の直達日射量 [kW]※1 
B2t: 庇等の日射遮蔽がある場合の直達日射量 [kW]※1 
μ1: シングルガラスの日射熱取得率 [-] 

μ2: 採用ガラスの日射熱取得率 [-] 
ω1: 熱源の月平均システム COP[-]【実測値から計算】 
t: 時刻 

x～y: 暖房期を除く全時間を加算する。 

※1【実測値から計算】水平面全天日射量の実測値より，宇

田川の式 1)と日射の当たる窓面積より計算した。 
 2） 貫流熱削減効果 

Q2−2 = �∑ |{K1∙C∙(T1t−T2t)−K2∙C∙(T1t−T2t)}|𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥

ω1∙1000
� ∙ α1   (3) 

Q2-2:貫流熱削減効果による CO2削減量 [kg- CO2] 
K1:シングルガラスの熱貫流率 [W/m2/K] 
K2: 採用ガラスの熱貫流率 [W/m2/K] 

C: 窓ガラスの面積 [m2] 
T1t: 外気温度 [ºC] 【実測値】 
T2t: ペリメータ平均温度 [ºC] 【実測値】 
ω1: 熱源の月平均システム COP[-]【実測値から計算】 
t: 時刻 

x～y: 空調時間帯を加算する。 

 3） 温度緩和効果 

Q2−3 = �∑ |{Dt∙E∙F∙(T3t−T2t)}∙ρ∙γ|𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥

3600∙ω1
� ∙ α1   (4) 

Q2-3:温度緩和効果による CO2削減量 [kg- CO2] 

Dt:ペリメータゾーンの換気循環回数 [回/h] 
E: ペリメータゾーンの面積 [m2]  

F: ペリメータゾーンの高さ [m] 

T2t: ペリメータ平均温度 [ºC] 【実測値】 
T3t: インテリア平均温度 [ºC] 【実測値】 
ρ: 空気の密度=1.2 [kg/m3]，γ: 空気の比熱=1.0 [kJ/kg/K] 
ω1: 熱源の月平均システム COP[-]【実測値から計算】 

t: 時刻 

x～y: 空調機運転時間を加算する。 
 

Fig. 4 ペリバッファーシステム 
Peri-Buffer System 

 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 5 ペリバッファーシステムによる 

CO2削減量（2011年度） 
CO2 Emission Saving by Peri-Buffer System in  

2011 fiscal year 
 

3.2.3  ペリバッファーシステムの効果  空調時間帯

は残業時間を除くコアタイムの8-18時とした。換気循環

回数は，FCUやデシカント外調機の風量より，ペリバッ

ファ用のFCUが運転する夏期(7～9月)･冬期(12～3月)は

30回/h，FCUが運転しない中間期(4～6月，10～11月)は1
回/hとした。式(2)～(4)より，ペリバッファーシステムの

CO2削減量は，合計で11，622kg -CO2/年となった。Fig. 5
に項目ごとのCO2削減量を示す。夏期・中間期は直達日

射遮蔽効果が大きく，冬期は貫流熱削減効果と温度緩和

効果が大きくなった。年間削減量の割合は，直達日射：

貫流熱：温度緩和＝2：2：1となり，温度緩和効果も貢献

していることがわかった。 

 

3.3  置換換気型自然換気システム 

3.3.1  置換換気型自然換気システムの概要  本建物

に採用された自然換気システムは，1階ピロティの軒天を

介して床面グレーチングより給気が行われ，ワークスペ

ース頂部のハイサイドライトより排気が行われる，「置

換換気型」の自然換気システムとなっている。Fig. 6に置

換換気型自然換気システムの概要を示す。 
運用に際しては，外気の降雨状態，粉塵及び花粉の飛

散状況，風速，外気の温湿度及び室内温湿度との差等に

よって，自然換気の許可/禁止を室内に表示し，居住者自

身が判断して使用釦を押すシステムを取り入れている。

利用者の判断により自然換気を実行することで，利用者
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の許容・受容室温の範囲の拡大を狙っている。また給気

口にはモータダンパが取り付けられており，外気温によ

り開閉数を制御し室内温度を安定化している。なお給気

量を絞っても室内CO2濃度は1，000ppm以下であること

は実測にて確認している。  
3.3.2  置換換気型自然換気システムの評価方法  自

然換気システムによるCO2削減効果は，自然換気時の室

内の発熱量除去に必要な熱源系統の消費電力量と，外気

処理機停止によるファン動力削減分で評価する。 

 1） 在席人員の発熱除去効果 
Q3−1 = �∑ Gt ∙ H/ω1

𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥 /1000� ∙ α1   (5) 

Q3-1:在席人員の発熱除去効果による CO2削減量 [kg- CO2] 

Gt:自然換気時の在席人員 [人] 【IC タグによる実測値】 
H:一人あたりの熱負荷=119 [W/人] 

 2） タスクライトの発熱除去効果 
Q3−2 = �∑ It/ω1

𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥 /1000� ∙ α1   (6) 

Q3-2:タスクライトの発熱除去効果による 

     CO2削減量 [kg- CO2] 

It:自然換気時のタスクライトの消費電力[W] 【実測値】 
 3） アンビエント照明・自然光の発熱除去効果 
Q3−3 = �∑ Jt ∙ L ∙ M/ω1/1000𝑦𝑦

𝑡𝑡=𝑥𝑥 � ∙ α1   (7) 
Q3-3:照明の発熱除去効果による CO2削減量 [kg- CO2] 

Jt:自然換気時の居住域照度 [lm] 【実測値】 
L:照度当たりの照明発熱量=0.01 [W/lm/m2]4）※2 
M:対象エリア面積 [m2]  
※2：本報告では照度より照明発熱量を計算したが，天井照

明がすべて室内負荷となる場合は，照明発熱量＝照明消

費電力とする。 

 4） コンセント負荷の発熱除去効果 
Q3−4 = �∑ Nt/ω1

𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥 /1000� ∙ α1   (8) 

Q3-4: コンセント負荷の発熱除去効果による 

     CO2削減量 [kg- CO2] 

Nt:自然換気時のコンセント消費電力 [W] 【実測値】 
1）～4）共通 

ω1: 熱源の月平均システム COP[-] 【実測値から計算】 
t: 時刻 

x～y:自然換気時を加算する。 

 5） 空調機停止によるファン動力削減効果※3 
Q3−5 = �∑ O ∙ Pt

𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥 � ∙ α1   (9) 

Q3-5:ファン動力削減効果による CO2削減量 [kg- CO2] 

O:ファンの平均動力 [kW] 【実測値】 
Pt: 各月自然換気時間 [h] 【実測値】 
t: 各月 

x～y:1～12 月を加算する。 

※3：全熱交換器は中間期のため評価上は考慮しない。また

外気冷房による負荷削減は別評価とし，自然換気では

評価しない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 6 置換換気型自然換気システム 
Displacement Natural Ventilation System 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 7 自然換気システムによるCO2削減量（2011年度） 
CO2 Emission Saving by Natural Ventilation System in  

2011 fiscal year 
 

3.3.3  置換換気型自然換気システムの効果  式(5)
～(9)より自然換気の導入によるCO2削減量は，5，489kg 
-CO2/年となった。Fig. 7に項目ごとのCO2削減量を示す。

自然換気時間の多い中間期の削減量が大きく，特に10～
11月は，給気ダンパ制御に加えて2011年10月23日に行っ

た排気窓の開放個数の調整により，自然換気許可条件を

広げることができ，それに伴い自然換気利用時間が増え

たことにより削減効果が大きくなっている。 

 

3.4  自然水利用システム 

3.4.1  自然水利用システムの概要  本建物に採用さ

れた自然水利用システムを，Fig. 8に示す。井水と屋根に

降った雨水を潅水や便所洗浄水に利用し，水資源の有効

利用を行っている。井水は空調用熱源水として利用した

ものをカスケード利用している。 

3.4.2  自然水利用システムの評価方法 

自然水利用システムによるCO2削減効果は，井水・雨

水を利用した分を上水削減量として評価する。 

 
Q4 = �∑ Rt

𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥 � ∙ α3   (10) 

Q4:自然水利用システムによる CO2削減量 [kg- CO2] 

Rt:雨水，井水の自然水使用量 [m3/月] 【実測値】 

t: 各月 

x～y:1～12 月を加算する。 

上昇気流 上昇気流

■排気口：遠隔開閉式排気窓

■給気口
遠隔開閉式給気用ダンパー
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3.4.3  自然水利用システムの効果  式(10)より自然

水利用によるCO2削減量は756kg -CO2/年となった。各水

使用量と使用率をFig. 9に示す。水使用率は，各水源の水

使用量を全体の水使用量で除した値としている。井水は

安定してほぼ5割以上の水使用率となった。雨水は夏期～

中間期に使用量が多く，降雨の少ない冬期に使用量が小

さくなり，年間平均で1割程度の水使用率となった。 

 

 ４.  低炭素化技術（アクティブ手法）の評価手

法と結果 

 

低炭素技術のうちアクティブ手法の省CO2評価手法と，

評価手法に基づき2011年4月～2012年3月の実績値から算

出したCO2削減量について述べる 

 

4.1   ICタグ在席検知システムによる空調・照明制御 

4.1.1   ICタグ在席検知システムの概要  在席検知

システムによる空調・照明制御とは，居住者の在席や在

室を検知して照明・空調のON-OFFを制御することで，

必要な場所のみ照明・空調を行うシステムである。本建

物は，セキュリティ用のICタグを利用した照明・空調制

御システムを採用した。在席検知システムによる空調・

照明制御の概要をFig. 10に示す。 

4.1.2   ICタグ在席検知システムの評価手法  在席

検知システムによるCO2削減効果は，在席検知による在

室又は在席率での各実測消費エネルギーと在室率100%

を想定した場合の消費エネルギー差から評価する。本建

物はパーソナル空調を採用しており，座席周りの部分を

個別に空調している。ICタグによる制御がない場合には，

パーソナル空調や外気処理がアンビエント全体として処

理されるので，在席率100%を想定して計算した結果と比

較するものとした。 

 1） タスク照明の在席検知による削減効果 

Qଵିଵ ൌ ∑ ሼA୲ ∙ ሺB/C୲ሻ െ A୲ሽ ∙ αଵ
௬
௧ୀ௫    (11)※1 

Q1-1: 照明の在席検知による CO2削減量 [kg- CO2] 

At:照明消費電力[kW] 【※2】 

B:定員=200 [人] 

Ct:平均在室人員 [人] 【※3】 

t: 時刻 

x～y: 建物利用日(平日)の空調時間帯を加算する。 

※1：アンビエント照明も在席検知で制御しているが，平日

の空調時間帯においては全点灯しているので評価に含

まない。 

 2） タスク空調の在席検知による削減効果 

Qଵିଶ ൌ ൣ∑ ሼD୲ ∙ ሺB/C୲ሻ െ D୲ሽ/
௬
௧ୀ௫ ωଶ൧ ∙ αଵ   (12) 

Q1-2: タスク空調の在席検知による CO2削減量 [kg- CO2] 

Dt:タスク空調の消費熱量 [kW] 【※2】 

B:定員=200 [人] 

Ct:平均在室人員 [人] 【※3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 8 自然水利用のフロー図 

Flow Chart of Natural Water Use System 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 9 雨水・井水・上水の水使用量と水使用率 

（2011年度） 

Use and Rate of Rain Water， Well Water and Service Water 

in 2011 fiscal year 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 10 在席検知システムによる空調・照明制御 

Air Conditioning and Lighting Control by IC Tag 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 11 ICタグ在席検知システムによるCO2削減量

（2011年度） 

CO2 Emission Saving by IC Tag System in 2011 fiscal year 
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ω2:タスク空調系統熱源の月平均システム COP[-]【※4】 

t: 時刻 

x～y: 建物利用日(平日)の空調時間帯を加算する。 

 3） 外気処理空調機の在席検知による削減効果 

Qଵିଷ ൌ ൣ∑ ሼE୲ ∙ ሺF G୲⁄ ሻ െ E୲ሽ ωଷ⁄௬
௧ୀ௫ ൧ ∙ αଵ  

             ൅ൣ∑ ሼH୲ ∙ ZሺF G୲⁄ ሻ െ H୲ሽ
௬
௧ୀ௫ ൧ ∙ αଵ   (13) 

Q1-3: 外気処理空調の在席検知によるCO2削減量 [kg- CO2] 

Et:外気処理空調の消費熱量 [kW] 【※2】 

F: 外気処理空調の定格風量 [m3/h] 

Gt: 外気処理空調運転時の平均風量(2 台合計) [m3/h] 【※2】 

Ht: 外気処理空調ファン消費電力 [kW] 【※2】 

ω3: 外気処理系統熱源の月平均システム COP[-]【※4】 

Z(z) :インバータ制御時の風量比による動力比の計算式 

t: 時刻 

x～y: 建物利用日(平日)の空調時間帯を加算する。 

共通：【※2】：実測値，【※3】：IC タグによる実測値 

   【※4】：実測値から計算 

4.1.3   ICタグ在席検知システムの効果  式(11)～

(13)より，ICタグ在席検知システムのCO2削減量は，合計

で18，334kg- CO2/年となった。削減量は，平日の空調運

転時間である8～18時にて計算を行っており，残業時の在

席検知システムの評価は行っていない。 

Fig. 11に平均在室人員と項目別のCO2削減量を示す。

平均在席人員は約80～100人となり，定員の4～5割程度と

なった。タスクパネルや外気処理空調の削減分が大きな

値となり，在席検知により空調制御することで大きな省

CO2効果が得られることが分かった。 

 

4.2  置換換気空調 

4.2.1  置換換気空調の概要  置換換気空調とは，天

井の高い大空間のオフィスで，省エネを図りながら快適

性・知的生産性を保持するために居住域のみ空調換気を

行うシステムである。大空間全体を空調換気する必要が

ないので，空調負荷の軽減ができる。本建物の置換換気

空調はパーソナル性を持たせた床吹出し空調を採用して

いる。 

4.2.2  置換換気空調の評価手法  置換換気空調によ

るCO2削減効果は，全域空調とした場合に必要な空調エ

ネルギーと実際の空調エネルギーの差によるCO2削減量

で評価する。 

Qଶ ൌ ൣ∑ ሼI୲ ∙ ሺTଶ୲ െ Tଵ୲ሻ ∙ ρ ∙ γ/3600ሽ/
௬
௧ୀ௫ ω1൧ ∙ αଵ (14) 

Q2:置換換気空調による CO2削減量 [kg- CO2] 

  ＝居住域上部全域で冷却に必要なエネルギー(CO2量) 

It:空調機合計風量 [m3/h]【※2】 

T1t:居住域平均温度 [ºC] 【※2】 

T2t:非居住域平均温度 [ºC] 【※2】 

ρ: 空気の密度=1.2 [kg/m3]，γ: 空気の比熱=1.0 [kJ/kg/K] 

ω1:冷水系統の熱源月平均システム COP [-]【※4】 

t: 時刻 

x～y: 冬期を除く空調運転時間帯を加算する。 

【※2】：実測値，【※4】：実測値から計算 

4.2.3  置換換気空調の効果  本建物では，外気処理

空調機とターミナル空調機によりワークスペースを空調

している。式(14)より，置換換気空調のCO2削減量は，合

計で594 kg- CO2/年となった。 

 

4.3  潜熱蓄熱材を用いた中温冷水蓄熱システム 

4.3.1  潜熱蓄熱材を用いた中温冷水蓄熱システム概要 

本建物では，約16 ºCの中温度で融解・凝固する潜熱蓄

熱材を用いた中温冷水蓄熱システムを採用している。シ

ステムをFig. 12に示す。2011年度の運転実績としては，

12 ºCで蓄熱し，13 ºC～19 ºCで利用していた。 

4.3.2  中温冷水蓄熱システムの評価手法  蓄熱シス

テムは，CO2発生量の少ない夜間電力に移行できるため，

低炭素化を図ることができる。それに加え潜熱顕熱分離

空調の採用により通常の空調における冷房用冷水(一般

冷水)よりも高い温度(中温冷水)とすることで，熱源の高

効率運転も可能となる。中温冷水蓄熱システムのCO2削

減効果は，蓄熱運転時と追掛け運転時の熱源投入実測熱

量と熱源の平均システムCOPから計算するCO2発生量及

び2次側実測熱量と一般冷水製造時の想定熱源平均シス

テムCOPから計算するCO2発生量の差より評価する。比

較対象は冷水を6 ºCで利用するシステムとした。 

Qଷ ൌ ∑ ቂቀ
୎య౪
ω6
ቁ ∙ αଵ െ ቄቀ

୎భ౪
ω4
ቁ ∙ αଶ ൅ ቀ

୎మ౪
ω5
ቁ ∙ αଵቅቃ

௬
௧ୀ௫    (15) 

Q3: 中温冷水蓄熱システムによる CO2削減量 [kg- CO2] 

J1t:中温冷水蓄熱投入熱量 [kW] 【※2】 

J2t:中温冷水追掛け運転熱量 [kW] 【※2】 

J3t: 2 次側熱量 [kW] 【※2】 

ω4:中温冷水系統蓄熱運転時の 

   熱源月平均システム COP [-]【※4】 

ω5:中温冷水系統追掛け運転時の 

   熱源月平均システム COP [-]【※4】 

ω6:一般冷水製造時の熱源の 

   想定月平均システム COP [-]【※5】 

t: 時刻 

x～y: 中温冷水蓄熱期間を加算する。  

【※2】：実測値 

【※4】：実測値から計算 

【※5】：実測値から計算したω5を冷水 6 ºC と中温冷水 12 ºC

の製造時の COP 比(メーカー仕様書)により補正 

4.3.3  中温冷水蓄熱システムの効果  式(15)より，

潜熱蓄熱材を用いた中温冷水蓄熱システムのCO2削減量

は，合計で442kg- CO2/年となった。蓄熱量の予測や蓄熱

量の把握に課題があり，それらを解決することで削減量

がさらに大きくなると予想される。2012年度では蓄熱予

測の改善を行った。今後蓄熱量把握の改善を行い，更な

る省エネ運転を図る予定である。 
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4.4  地中熱・井水利用ヒートポンプシステム 

4.4.1  地中熱・井水利用ヒートポンプシステムの概要 

地中熱・井水利用ヒートポンプシステムは，年間を通

して安定した地中温度や井水温度の有効利用によって水

熱源HPチラーによる高効率運転が可能なため，低炭素化

を図ることができる。本建物の地中熱・井水利用ヒート

ポンプシステムは，地中熱・井水を利用するハイブリッ

ト方式を採用している（Fig. 12）。夏期・中間期は中温

冷水の熱源として，冬期は2011年1月までタスクパネルの

み熱源として，2011年2月からは1台をタスクパネル(中温

温水)，1台を一般温水系統の熱源として利用している。 

4.4.2  地中熱･井水利用ヒートポンプシステムの評価

手法  地中熱・井水利用ヒートポンプシステムのCO2

削減効果は，本建物の主熱源となっている空気熱源HP
チラーの平均システムCOPと地中熱利用水熱源HPチラ

ーの平均システムCOPと実測製造熱量より計算するCO2

排出量の差により評価する。 
Q4 = ∑ [(Kt ω8⁄ ) ∙ α1 − (Kt ω7⁄ ) ∙ α1]𝑦𝑦

𝑡𝑡=𝑥𝑥    (16) 
Q4: 地中熱利用ヒートポンプシステムによる 
  CO2削減量 [kg- CO2] 
Kt: 水熱源 HP チラーの製造熱量 [kW] 【※2】 
ω7:水熱源 HP チラーの月平均システム COP [-]【※4】 
ω8::空気熱源 HP チラーの月平均システム COP [-]【※4】 
t: 時刻 

x～y: 全期間を加算する。  
【※2】：実測値 
【※4】：実測値から計算  

4.4.3  地中熱･井水利用ヒートポンプシステムの効果 

式(16)より，地中熱・井水利用ヒートポンプシステム

のCO2削減量は，合計で367kg- CO2/年となった。Fig. 14
に各月のCO2削減量を示す。中温冷水製造時の6～10月は

地中熱利用ヒートポンプシステムの効果が表れており，

特に外気温の高い8月には大きな削減量となっている。し

かし冬期については，地中熱HPチラーは負荷が少なく部

分負荷運転がほとんどだったこと等，本来の制御ができ

なかったことが原因で，マイナスの効果となってしまっ

た。2012年度は冬期のチューニングを行い，効率を改善

した。 

 
4.5  コージェネレーション設備 

4.5.1  コージェネレーション設備の概要  本建物に

は発電出力25kWのコージェネレーション設備を2台導入

し，夏期は外気処理用のデシカント空調機の再生温水に

利用し，冬期は一般温水系統に利用するシステムとして

いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 12 中温冷水蓄熱システム図 
Midium Chilled Water Thermal Storage System 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 13 地中熱・井水利用ヒートポンプシステム図 

Heat Pump System of Geothermal and Well-Water Heat 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 14 地中熱・井水利用ヒートポンプシステムの 

CO2削減量（2011年度） 

CO2 Emission Saving by Heat Pump System of Geother
mal and Well-Water Heat in 2011 fiscal year 

 

4.5.2  コージェネレーション設備の評価手法  コー

ジェネレーション設備のCO2削減効果は，発電量，ガス

使用量と排熱利用温水製造量で評価する。温水製造分は

ガス温水器で製造した場合との比較で評価した。 

Q5 = ∑ [(Lt ∙ α1) + {(Mt/O) ∙ α5} − (Nt ∙ α4)]𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥    (17) 

Q5: コージェネレーション設備による 
   CO2削減量 [kg- CO2] 

Lt: コージェネレーション設備の発電量 [kW] 【※2】 

Mt: コージェネレーション設備の温水製造量 [MJ/h] 【※2】 

Nt: コージェネレーション設備のガス使用量 [m3/h] 【※2】 
O:ガス温水器効率 [-] =0.8 
t: 時刻 

x～y: 全期間を加算する。 

【※2】：実測値 
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4.5.3  コージェネレーション設備の効果  式(17)よ
り，コージェネレーション設備のCO2削減量は，冷房時

－1，651kg- CO2/年，暖房時1，604kg- CO2/年となった。

運用途中のチューニングとして，在席検知システムで風

量制御しているデシカント空調機の要求再生温水熱量が

予想より少なかったため，2011年8月途中から1台運転と

した。冬期の効率はよかったものの，2台運転時のコージ

ェネレーション設備の排熱を有効に利用できなかったた

め，夏期の効率が悪くなった。2012年度はチューニング

を行い効率改善したが，それでも夏期排熱に余剰が生じ

てしまった。今後は，敷地内の別棟への供給を検討して

いる。 

 

4.6  デシカント空調機 

4.6.1  デシカント空調機の概要  本建物では，レタ

ンエア型のデシカント空調機(以下DHU)をワークスペー

スの外気処理空調機として採用した。レタンエア型DHU
は，室内からの還気をデシカントロータにて除湿し，そ

の除湿した空気と外気とを全熱交換器で熱交換させる事

で，除湿された外気を室内へ給気することが特徴である。

夏期運用時においては，冷却除湿が不要なので，中温度

帯の冷水と少ない冷水量で十分な除湿が可能であり，省

エネルギーな空調システムを構成することができる。ま

た冬期運転時においては，全熱交換器を搭載しているこ

とから室内の熱回収を行うことが可能であり，冬期にお

いても消費エネルギーを大幅に削減することができる。 
4.6.2  デシカント空調機の評価手法  DHUのCO2削

減効果は外気と一般空調機の冷却・加熱給気エンタルピ

ーでの空気搬送熱量と実際にDHUにて使用した冷水熱

量，温水熱量の差から評価する。再生温水熱量はコージ

ェネ設備の排熱を利用しており，別に評価しているの

で”0”とする。レタンエア型DHUと一般空調機の冷房時

の空気線図の例をFig. 15に示す。 

Q6 = �∑ {(|P2t−P1t|∙Rt∙ρ)−S1t−S2t}
ω3

𝑦𝑦
𝑡𝑡=𝑥𝑥 � ∙ α1   (18) 

Q6: デシカント空調機による CO2削減量 [kg- CO2] 

P1t:一般空調冷却・加熱給気エンタルピー [kJ/kg]【※2】※6 

P2t:外気エンタルピー [kJ/kg] 【※2】 

Rt: DHU 給気風量 [m3/h] 【※2】 

S1t: DHU 冷水熱量 [kW] 【※2】 
S2t: DHU の温水熱量 [kW] 【※2】 
ω3: DHU の熱源の月平均システム COP[-]【※4】 

ρ: 空気の密度=1.2 [kg/m3] 
t: 時刻 

x～y: デシカント運転時間を加算する。  
【※2】：実測値 
【※4】：実測値から計算 
※6：一般空調機の再熱負荷は評価に入れていない。 

 

 

Fig. 15  DHUの空気線図の例（冷房） 

Example of Psychometric Chart of DHU (Cooling) 
 

Table 2 2011， 2012年度のパッシブ手法とアクティブ手

法のCO2削減量 
CO2 Emission Saving of Passive Methods and Active 

Methods in the 2011 and 2012 fiscal year 

 
 

4.6.3  デシカント空調機の効果  式(18)より，DHU
のCO2削減量は，冷房時116kg- CO2/年，年間で30kg- CO2/
年となった。冷房時にはCO2削減効果があったが，暖房

時において全熱交換器の制御不良により冷房時のCO2削

減量を相殺してしまった。2012年度は制御不良を改善す

ることで，年間で297g- CO2/年の効果となった。 

 

 ５.  低炭素化技術の年間CO2削減量 

 

アクティブとパッシブ手法の2011年度及び2012年度の

CO2削減量をTable 2に示す。パッシブ手法が約75%，ア

クティブ手法が約25%となり，パッシブ手法による削減

効果が大きいことが分かる。2012年度のCO2削減量は，

パッシブ手法はほぼ同等であり，アクティブ手法は小さ

くなった。2012年度は中間期において，CO2濃度を監視

しながら空調の間欠運転を行い，搬送動力を低減するな

ど，運用改善によりエネルギー使用量が小さくなったた

め，削減量も小さくなったと考えられる。  

③

①

②
④

⑤

⑥ ⑦

⑧

⑨

①外気

②全熱交換後の外気

③室内給気

④還気

⑤デシカントロータ

による除湿後の還気
⑥全熱交換後の還気

⑦再生コイル出口
⑧排気
⑨一般空調室内給気

デシカント空調機

必要冷却熱量

一般空調機

必要冷却熱量

パッシブ手法
2011年度CO2削減量

[kg-CO2/年]

2012年度CO2削減量

[kg-CO2/年]

昼光利用システム 14,939 15,409
ペリバッファーシステム 11,622 8,384
置換換気型自然換気システム 5,489 4,414
自然水利用システム 756 788
太陽光発電システム 67,102 69,266
風力発電システム 2 0
合計 99,910 98,261

アクティブ手法
2011年度CO2削減量

[kg-CO2/年]

2012年度CO2削減量

[kg-CO2/年]

ICタグ在席検知システム 18,344 8,433
置換換気空調 594 639
潜熱蓄熱材を用いた中温冷水蓄熱システム 442 10
地中熱・井水利用ヒートポンプシステム 367 1,114
コージェネレーション設備 -47 279
デシカント空調機 30 297
水蓄熱システム 4,630 863
空調2次側大温度差送水システム 1,553 1,657
空気熱源HPチラーの部分負荷運転 4,286 4,047
クールピット・ウォームピット 28 0
外気冷房・ナイトパージ 612 255
太陽熱給湯設備 11 0
その他 3,099 2,676
合計 33,947 20,271
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Fig. 16 2011年4月～2013年3月の 

CO2排出量の予測と実績 

Plan and Achievement of CO2 Emission  

from April 2011 to March 2012 

 

 ６. CO2排出量の予測と実績 

 

2011年4月～2013年3月までのCO2排出量の実績データ

をFig. 16に示す。年間55%削減の目標値をエネルギーシ

ミュレーションで各月ごとに予想した値と実績値を比較

したものである。2011年度は各月ほぼ55%以上の削減を

達成し，自然換気が順調に利用できた中間期では70%近

い削減率を達成した。年間でCO2排出量は230 t- CO2/年

（41.5 t- CO2/m
2・年）となり，57.2%削減を達成した。

残り43%はカーボンクレジットによりオフセットし，エ

ミッションZEB注1）（CO2排出量ゼロ）を達成した。また

2012年度は，運用改善などのマネジメントによりCO2削

減率はさらに改善し64.7%となった。このCO2排出量は一

般事務所ビル（東京都省エネカルテのテナントビルを除

く事務所ビルの集計値）の約1/3である（Fig. 17）。カー

ボンクレジットにより2012年度もエミッションZEBを達

成した。 

これまでZEB化された建物は，海外の事例が中心とな

っており，それも使用期間が限定された，小規模かつ居

住者の少ない建物である。本建物では，最先端の建設技

術について約200名の研究者が，日夜知的生産活動を行っ

ており，常時使用されている建物での本格的な「エミッ

ションZEB」の実現は国内初となる。 

 

 ７.  まとめ 

 

大林組技術研究所本館「テクノステーション」は低炭

素化におけるあるべき姿としての目標であるZEB化につ

いての検討を行い，バックキャスティング手法により具

体的な高い数値目標（CO2排出量55%削減）を立て，そ

れを実現した。従来の「がまんの省エネ」ではなく，「快

適性・知的生産性」に配慮しつつ「省CO2・省エネ」を

実現するトレードオフの解決を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Fig. 17 2012年度のエミッションZEB 

Emission ZEB in 2012 fiscal year 

 

本建物のCO2排出量は，2011年度57.2%，2012年度64.7%

の削減率を実現し，年間55％削減の目標値を達成した。

残りはカーボンクレジットによりオフセットし，2011・

2012年度においてエミッションZEBを達成した。 

運用開始後の継続した環境負荷低減や環境品質の取り

組みにより，2013年9月にCASBEE-既存SクラスBEE値7.0

の過去最高得点で評価を受けた。また2013月10月には

LEED-EBOMにおいて，プラチナ認証を取得した。 

また「エミッションZEB」の達成にとどまらず，本建

物単独で年間のエネルギー収支をゼロとする本格的な

「ソースZEB注2）」への新たな取り組みを始めており，建

物のライフサイクル全体のエネルギー収支をゼロにする

LCZ®注3）の実現をめざしている。 
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 注釈 

 

注1）エミッションZEB：積極的に省エネ等による実質的な削減対策を行

ったうえで，残りのCO2排出量についてはカーボンクレジットなどを活

用して総合的にゼロにする建物。 

注2）ソースZEB：建物単体の運用時のエネルギー消費量をゼロにする建物。 

注3）LCZ®（ライフサイクルZEB）：ZEBにとどまらず，工事（新築・

改修・解体）や使用資材の生産も含めてエネルギー使用のゼロ化を図っ

た建物。資材生産のゼロエネルギー化（ZEM），工事のゼロエネルギー

化（ZEC）を進め，ZEBによる再生可能エネルギー創出で建物のライフ

サイクル全体のエネルギー収支をゼロにする。 
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